



生涯学習学科教授 谷 川 守 正
(一)
1985年 ユ ネ ス コの 第4回 国際 成 人 教 育 パ リ会
議 にお い て 満 場 一 致 で 採 択 され た 宣 言 は、 「学
習 権 宣 言 」01と呼 ば れ て、 わ が 国 の 社 会 教 育 関
係 者 の 間 に大 き な反 響02を 惹 き起 こ した 。 しか
し当 時 わ が 国 の教 育 改 革 を方 向付 け た 「臨 教 審
答 申」 は 、黙 殺 に近 い形 で、 そ れ に一 言 半 句 も
触 れ て い な い 。 した が っ て わ が 国 で は そ の評価
は大 き く分 か れ た 。
佐 藤 一 子03に よ れ ば 、 ユ ネ ス コ の下 部機 関 の
この 会 議 は 、1949年 デ ンマ ー ク で 第1回 が 開催
さ れ、27ヵ 国、21国 際 団体 の代 表106名 、 第2
回 は60年 カナ ダの モ ン トリオ ー ル で、47ヵ 国46
NGOの 代 表200名 、 第3回 は72年 東 京 で、
82ヵ 国37NGOの 代 表360名 、 そ して 第4回 パ
リ会 議 は、122ヵ 国59NGOの 代 表841名 が参 加
し、 そ の 規 模 を急 速 に拡 大 した 。
ユ ネス コの 会 議 は原 則 と して 政 府 間会 議 で あ
り、 東 京 会 議 以 降 そ の 原 則 に した が っ た 。NG
Oは オ ブザ ー バ で あ り、 パ リ会 議 の 最 終報 告 は
加 盟 国 の 名 で 出 さ れ た 。 しか し諸 岡和 房04に よ
れ ば、 有 力 なNGOの 一 つ 、 国 際 成 人教 育協 会
(IntemationalCouncilforAdultEducation)、 略
称ICAEは そ の本 部 の あ る カナ ダの 政 府代 表
を 通 して 「学 習 す る権 利 」 宣 言 案05を 提 言 し、
そ れ は満 場 一 致 で採 択 され た。
そ の 年 の暮 にProspects誌06は 「第4回 国 際 成
人教 育 会 議 」 の 表 題 で 最 終 報 告 の 要 約 と 「まな





















④ 何故ユネスコの公文書 にもかかわらず 「加
盟国」よりもrwe」 が用いられるのか。



















係の独 自な経験と方法」(平原訳)で 云う 「独
自な経験 と方法」とは具体的になにか。
こ の 宣 言 文 の 前 半 は 大 変 平 易 な 英 文 で 書 か
れ、 凡 そ誤 訳 は想 定 で き な いが 、 訳 者 の視 点 に
よ っ て は誤 解 を生 む可 能 性 が あ り、 訳 文 が 宣 言
の真 の意 味 を捉 え に く く して い る の は残 念 で あ
る。 そ の た め に宣 言 につ い て の毀 誉 褒 貶 が 著 し
くな っ た。
しか しわ れ わ れ は そ の何 れか に与 す る もの で
は な い。 わ れ わ れ が注 目す る の は、 こ の宣 言 は
最 終 報 告 と比 べ て 明 らか に 「生 涯 教 育 」 概 念 の
転 換 点 を示 す こ とで あ る。 国際 成 人 教 育 会 議 に
お い て 「生 涯 教 育 」 概 念 が 登 場 す る の は、 会 議
の主 題 が 「生 涯 教 育 につ い て」 で あ っ た1972年
の第 三 回東 京 会 議 か らで あ る。 そ の後76年 の ユ
ネス コ本 会 議 の 「成 人 教 育 の発 展 に 関す るナ イ
ロ ビ勧 告 」、85年 のパ リ会 議 の 最 終 報 告 、 そ し
て97年 の 「成 人学 習 ハ ンブ ル ク宣 言 」 と続 く。
東 京 会 議 で は 「生 一涯 教 育 の概 念(theconcept
oflife-longeducation)」 が 用 い られ07、 ナ イ ロ
ビ勧 告 で は 「生 一涯 教 育 ・学 習(life-longedu-
cationandlearning)」 に な り08、パ リ会 議 最 終
報 告 で は 「生 涯 教 育 の概 念(theconceptoflife-
longeducation)」 と な り09、そ して ハ ン ブ ル ク
宣 言 で は 「生 涯 学 習(lifelongleaming)」 が 多
用 さ れ、「生 涯 に わ た る学 習 の 概 念(theconcept
40
oflearningthroughoutlife)」10に な る 。 こ の 間 に


























かわらず、1文 ・1節 の15文 ・節に番号が付か
ない。このことは宣言の性格の一端を示す。そ











い。」15とパ リ会議 を含む過去4回 の国際成人教
育会議を厳 しく批判する。
パ リ会議の付属文書において一連の国際成人

















第3に 普通 は 「menandwomen」 の ところ
を、すべ て逆 に 「womenandmen」 の表記 に














画 」 で あ る。 こ の こ と を 力 説 す る た め に は、
「menandwomen」 で な く、あ え て 「womenand
men」 に なる事 を忘 れ て は な らな い。
こ の 「womenandmen」 の 表 現 は 成 人 学 習
ハ ン ブ ル ク宣 言 に お い て は 「menandwomen」
に戻 る。 そ の 表現 は した が っ てパ リ会 議 の 宣 言
に独 自で あ る 。 そ れ だ け に女 性 の参 画 の 強 調 が
浮 き彫 りに され る 。
第4に 宣 言 に は 「加 盟 国」 の用 語 が な く、 そ
れ が 多 出 す る 最 終 報告 とは対 照 的 で あ る。 宣 言
に は、 主 格 の 「わ れ わ れ」 が5箇 所 、 所 有 格 の
そ れ が1箇 所 、 合 わ せ て6箇 所 用 い られ て い
る。 この 「わ れ わ れ」 の用 語 は、 逆 に最 終 報 告
に全 くな く、 宣 言 文 に初 め て 出 る。 何 れ も前 半
にお い て 「まな ぶ権 利 」 に 関 連 して 出 る。
そ の 最 後 の用 例 に あ る よ う に 、 「わ れ わ れ」
は政 府 組 織 と非 政 府組 織NGOを 包 含 す る大 き
な組 織 体 で あ り、 この場 合 加 盟 国 と非 政 府 組 織
の各 代 表 の 集合 体 を意 味 す る 。 そ の立 場 と組 織
原 則 が 明 確 に示 され る の は 、成 人学 習 ハ ン ブル
ク宣 言 の 冒頭 の 「わ れ わ れ」 で あ る。 す な わ ち
「わ れ わ れ、 自 由都 市 ハ ンザ 同 盟 の ハ ンブ ル ク
市 に 集 ま る第5回 国 際 成 人 教 育 会 議 の 参 加 者 」
で あ り、 また 最 終 節 に云 う よ う に、 「ハ ンブ ル
ク に 集 う わ れ わ れ」 で あ る。 この 「わ れ わ れ」
が23節 か ら27節 まで の 文 頭 の 主語 に な る。
そ の 「わ れ わ れ」 は 国 家 の枠 組 み に捉 わ れ
ず 、 自 由 に広 い 視 野 を持 つ 、 い わ ゆ る地 球 市 民
の立 場 に立 つ の で あ る。 成 人教 育 の発 展 の為 に
集 ま る 「わ れ わ れ」 は パ リ 宣 言 の 「わ れ わ れ」
か ら出発 す る。 そ こ に従 来 の 「加 盟 国」 とい う
国旗 主 義 か らの 転 換 が あ る。
第5に 宣 言 の前 半 に頻 出 す るtherighttoleam
は、therighttoeducationの よ う なtherightto
learningで な い 。 わ れ わ れ はtherighttolearnを
therighttoleamingと 区別 して、 「学 習 権 」 で な
く、 「ま なぶ権 利 」 と呼称 す る。






むと書 くが接続詞の 「と」で結ばれ、読む書 く
権利 として統合される。その統合の中核は接続
詞の 「と」であ り、まなぶ主体、 自己自身、あ
るいは自己のアイデンティティを表す。読む、



















第4の 権利についても第1と 第2の 権利の統
合に含 まれる。「自分 自身の世界 を読み、その



























































それ ら2節 の批 判的視点 において2つ の
specificの用語の意味は重い。女性特有の、あ
るいは女性 ならではのものは、女性の参画に
よって どう生か されるか。訳文で はspecialが




















































































しか しなが らパ リ会議の宣言には一切 「生涯
教育」 も 「生涯学習」も用い られない。それは
























































































































































































































































































































































































































































注1。 「学習権 宣言(1985年3月29日 第4回 ユネス コ
国際 成人 教 育会 議)」、『解 説教 育 六法』三 省
堂、(国 民教 育研 究所訳)。 「学 習権 一1985・
3・19～29第 四回ユ ネス コ国際成人教育 会議
宣 言一 」、 『教育小 六法 』、学 陽書房 、(平 原春
好 訳)。 「ユ ネス コ ・学習権 宣 言(1985・3・
19～29、 パ リ、第四 回ユ ネス コ国際成 人教育
会議)」、『ハ ンデ ィ教育六法』、北樹 出版、(藤
田秀雄 訳)な ど。『国際成 人教 育論 一 ユ ネス
コ ・開発 ・成 人 の学 習一 』H.S.ボ ー ラ、東信
堂、1997年 、p.184、 で は 「成人教育 のパ リ会
議 で採 択 されたユ ネス コの 「学 習権宣言」 と
す る。」岩橋 ・猪飼訳。
注2。 岩橋 恵子 「ユ ネス コ 『学習 権宣 言』 と第4回
国際成人教育会議」、 『教育 』、1986年11月 号、
『社会教 育 の国際 的動 向』、 日本社 会教育学会
年 報、第31集 、1987年 、 『月 刊 社 会 教 育 』、
1987年5月 号、 など。
注3。 「報告 、21世 紀へ の鍵 と しての成 人学習 一 第
5回 国際成 人教育会議報告 一」、東京大学大学
院教 育学研 究科生涯教 育計画 講座社会教 育学
研 究室刊 、『生涯学 習 ・社 会教 育学研 究』、第
22号 、1997年 、63頁 。
注4。 諸 岡和 房 『九州大学教育学部紀要』、第31集 、
1986年 。
注5。 パ リ会議 にお けるICAE代 表 に よる提 言事
情 は前掲 の諸岡論文に詳 しい。
注6。Prospects,Vol.XV,No.3,1985,pp.427-442
注7。 東京会議最終報告pp.39,44,47,47,の4箇 所 。




注10。 ハ ンブル ク宣言の第10条 。
注11。Prospects誌 は主文 を表示す るため にそ の文頭
を字 アキ しない。
注12。 パ リ会議 の宣言第7節 。なお 第2節 のまなぶ
権 利の機 能分析 を踏 まえて、まなぶ権利 を道
具 とす る。
注13。 必要不 可欠性 を裏付 ける構文 の 「まなぶ」で
あ り、 まなぶ権利 に通 じる権利根拠 である。
注14。 条文 と区別するために節 と名付 ける。
注15。 パ リ会議 の宣言第19節 。
50
注16。 当 時 ウー マ ン リブ の社 会 運 動 が 世 界 的潮 流 に
な り、 そ の 中 に1975年 国 連 の 「国 際 婦 人 年 」
が あ り、 そ れ に10年 の行 動 計 画 が 続 い た。
注17。 第12条 。
注18。 ハ ンブ ル ク会 議 の 案 内状 。
注19。 パ リ会 議 の 宣 言 第17節 。
注20。 拙 稿 「CONFINTEA、Vロ ゴ と生 涯 学
習 原 理 」、 『佛 教 大 学 教 育 学 部 論 集 』 第11号 、
2000年 。 参 照 。
注21。 パ リ会 議 の 宣 言 第20節 。
注22。 パ リ会 議 の宣 言 第21節 。
注23。Whowilldecidewhathumanitywillbecomein
thefuture?
注24。 ハ ンブ ル ク会 議 の 案 内 状 の 表 題 「adultleaming
:akeyforthetwenty-firstcentury」
注25。 東 京 会 議 最 終 報 告19頁 。
注26。 そ の 用 法 は 、withinietegratedlife-longedu-





integratededucation(p.45)に 見 ら れ る よ う
に、1生 涯 にわ た る 時 間 的持 続 性 で あ る 。
注27。 東 京 会 議 最 終 報 告45頁 。
注28。 同 上47頁 。
注29。 成 人 教 育 ナ イ ロ ビ勧 告 に お い て 「生 一涯教 育 」
の 用 語 がinthecontextoflife-longeducation
(p.638)とasanintegralpartoflife-long
education(p.638)の 形 で 継 承 さ れ る が 、 新
し く 「生 一涯 教 育 ・学 習 」 の 用 語 が 導 入 さ れ、






注30。 東 京 会 議 最 終 報 告43頁 。 わ れ わ れ の 生 涯 教 育
概 念 論 にお い て勧 告 、 宣 言 に つ い て 命 題 だ け
で な く、 そ れ を提 示 す る会 議 の 視 点 も重 視 し
な け れ ば な らな い 。 例 え ば勧 告7に つ い て の
会 議 の 視 点 は、believingに 始 ま っ て、noting
カミ3回 、recallingカ ミ2回 、consideringカ §4回
国際成人教育会議における生涯教育概念の転換点
toreiterateと最後 のtorecomendが1回 、そ れ
ぞ れ用 い られ、命題 の 視 点を明示 す る。 それ
は命題 につ いての東京会議 の意思表示 と態度
表明 に当た る。
注31。 東京会議最終報告43頁 。










注42。 わが 国の 『学習指 導要領』 を始 め基礎 と基本
が中グ ロで繋が る。
注43。 まなぶ権 利 は一種 の社会権 で あるが、基盤 的
学習機 能の面 はいわ ば 自然権で ある。見 る と
す る、そ して聞 くと話す は生 まれ なが らの も
のであ り、権 利 として要求 される ものでな く、
それが 禁止 を受 けた とき権利 として主 張 され
る人間的権利である。
注44。 パ リ会議の宣言第21節 。
TheTurningpointoftheConceptofInternational
ConferenceonAdultEducation
～TheFinalReportandDeclarationofParis
Conference～
TanikawaNiorimasa
51
佛教大学教育学部学会紀要 第3号
52
